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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 187,636 △2.8 35,994 △14.0 35,216 △14.1 26,421 △13.1

2024年３月期第１四半期 192,987 18.0 41,859 － 40,999 － 30,413 －

（注）包括利益 2025年３月期第１四半期 29,056百万円（△19.8％） 2024年３月期第１四半期 36,213百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 126.57 －

2024年３月期第１四半期 145.70 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 1,804,350 353,560 18.5

2024年３月期 1,855,435 327,453 16.6

（参考）自己資本 2025年３月期第１四半期 334,626百万円 2024年３月期 307,890百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 0.00 － 7.50 7.50

2025年３月期 －

2025年３月期（予想） 7.50 － 7.50 15.00

（％表示は、対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 795,000 △1.6 50,000 △56.5 45,000 △58.3 35,000 △38.4 167.67

１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期１Ｑ 210,333,694株 2024年３月期 210,333,694株

②  期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 1,543,233株 2024年３月期 1,592,591株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 208,752,971株 2024年３月期１Ｑ 208,747,325株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表の作成に特有の

会計処理に関する注記」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等については、添付資料Ｐ.３

「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

　決算補足説明資料は2024年７月30日（火）に当社ウェブサイトに掲載いたします。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

① 全般の概況

　当第１四半期の収支については、売上高（営業収益）は、燃調収入の減少などにより、前年同四半期に比べ53億

円減の1,876億円（前年同四半期比 97.2％）となり、これに営業外収益を加えた経常収益は前年同四半期に比べ50

億円減の1,893億円（同 97.4％）となった。

　また、経常利益は、総販売電力量の増加や修繕費の減少はあったものの、燃調タイムラグによる燃調収入の減少

などにより、前年同四半期に比べ57億円減の352億円（同 85.9％）となった。

　これに、法人税等を計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は264億円（同 86.9％）となった。

② セグメント別の業績（セグメント間の内部取引消去前）

a. 発電・販売事業

　当第１四半期連結累計期間の総販売電力量については、67億79百万キロワット時となり、前年同四半期と比

較すると9.5％の増加となった。

　このうち、小売販売電力量については、電灯で春先の気温が前年より低かったことによる暖房需要の増加は

あったものの、電力で契約電力が減少したことや工場の稼働が減少したことなどから、53億92百万キロワット

時となり、前年同四半期と比較すると2.1％の減少となった。また、卸販売電力量については、卸電力取引所

等への販売増から、13億87百万キロワット時となり、前年同四半期と比較すると103.4％の増加となった。

　供給力については、出水率が97.0％と平年を下回ったほか、志賀原子力発電所１・２号機が引き続き運転で

きなかったものの、地震影響により停止していた七尾大田火力発電所２号機の復旧や、供給設備全般にわたる

効率的運用に努めた結果、期を通じて安定した供給を維持することができた。

　収支については、売上高は、燃調収入の減少などにより、前年同四半期に比べ135億円減の1,669億円（前年

同四半期比 92.5％）となった。

　また、経常利益は、総販売電力量の増加や修繕費の減少はあったものの、燃調タイムラグによる燃調収入の

減少などにより、前年同四半期に比べ71億円減の281億円（同 79.8％）となった。

b. 送配電事業

　売上高は、インバランスに係る収益の増加などにより、前年同四半期に比べ17億円増の493億円（前年同四

半期比 103.7％）となった。また、経常利益は、調整力の調達費用の減少などにより、前年同四半期に比べ15

億円増の55億円（同 140.0％）となった。

c. その他

　売上高は、請負工事の受注が増加したことなどにより、前年同四半期に比べ36億円増の315億円（前年同四

半期比 113.2％）となったものの、経常利益は、外注費の増加などにより、前年同四半期に比べ２億円減の17

億円（同 87.4％）となった。

（２）当四半期の財政状態の概況

　資産合計は、前連結会計年度末に比べ510億円減の１兆8,043億円（前期末比 97.2％）となった。これは、有利

子負債の減少などにより現金及び預金が減少したことなどによるものである。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ771億円減の１兆4,507億円（同 94.9％）となった。これは、資産除去債

務の取崩しなどによるものである。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ261億円増の3,535億円（同 108.0％）となった。これは、親会社株主に

帰属する四半期純利益の利益剰余金への計上などによるものである。
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今回予想値 前回予想値

総販売電力量（億kWh）

[前期比]

290程度

[104％程度]

290程度

[104％程度]

為替レート（円／ドル） 159程度 150程度

原油 CIF（ドル／バーレル） 85程度 85程度

石炭 CIF（ドル／トン） 160程度 140程度

LNG CIF（ドル／トン） 640程度 645程度

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2024年４月30日に公表した連結業績予想および配当予想から変更はない。

　配当予想については、株主の皆さまのご期待にお応えし続けていくとともに、経営基盤の安定・強化に資する内

部留保の充実を図っていくことを基本方針としているため、中間配当及び期末配当ともに１株につき７円50銭と

し、年間15円としている。

[主要諸元]
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

固定資産 1,440,926 1,411,618

電気事業固定資産 871,801 832,900

水力発電設備 97,164 96,120

汽力発電設備 197,205 193,270

原子力発電設備 118,928 85,784

送電設備 161,888 161,749

変電設備 95,579 94,528

配電設備 159,783 160,264

業務設備 35,608 35,629

その他の電気事業固定資産 5,642 5,553

その他の固定資産 67,392 67,419

固定資産仮勘定 194,128 202,138

建設仮勘定及び除却仮勘定 181,872 189,882

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 12,255 12,255

核燃料 74,887 74,897

装荷核燃料 26,219 26,219

加工中等核燃料 48,667 48,677

投資その他の資産 232,716 234,263

長期投資 118,479 119,126

退職給付に係る資産 28,645 28,021

繰延税金資産 50,075 48,653

その他 35,927 38,891

貸倒引当金（貸方） △409 △429

流動資産 414,509 392,731

現金及び預金 225,039 184,062

受取手形、売掛金及び契約資産 85,936 89,339

棚卸資産 47,209 45,868

その他 56,549 73,698

貸倒引当金（貸方） △226 △236

合計 1,855,435 1,804,350

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 1,235,115 1,175,320

社債 639,900 623,400

長期借入金 449,903 438,474

退職給付に係る負債 33,892 33,756

災害復旧費用引当金 3,518 3,510

資産除去債務 95,904 127

その他 11,997 76,051

流動負債 290,161 272,762

１年以内に期限到来の固定負債 99,772 101,848

短期借入金 1,133 1,583

支払手形及び買掛金 49,883 53,737

未払税金 26,920 19,144

災害復旧費用引当金 32,575 30,564

その他 79,875 65,884

特別法上の引当金 2,705 2,706

渇水準備引当金 2,705 2,706

負債合計 1,527,982 1,450,790

株主資本 287,403 311,700

資本金 117,641 117,641

資本剰余金 33,987 33,375

利益剰余金 139,153 163,955

自己株式 △3,378 △3,271

その他の包括利益累計額 20,486 22,925

その他有価証券評価差額金 11,996 12,569

繰延ヘッジ損益 3,623 5,971

為替換算調整勘定 547 663

退職給付に係る調整累計額 4,318 3,721

非支配株主持分 19,563 18,934

純資産合計 327,453 353,560

合計 1,855,435 1,804,350
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

営業収益 192,987 187,636

電気事業営業収益 177,049 166,777

その他事業営業収益 15,938 20,858

営業費用 151,128 151,642

電気事業営業費用 136,355 132,399

その他事業営業費用 14,772 19,243

営業利益 41,859 35,994

営業外収益 1,405 1,690

受取配当金 316 367

受取利息 52 44

持分法による投資利益 206 443

その他 828 835

営業外費用 2,265 2,468

支払利息 1,920 1,800

その他 344 667

四半期経常収益合計 194,393 189,327

四半期経常費用合計 153,393 154,110

経常利益 40,999 35,216

渇水準備金引当又は取崩し 5 1

渇水準備金引当 5 1

税金等調整前四半期純利益 40,994 35,215

法人税、住民税及び事業税 10,673 8,011

法人税等調整額 △65 564

法人税等合計 10,608 8,576

四半期純利益 30,386 26,639

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△27 217

親会社株主に帰属する四半期純利益 30,413 26,421

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

四半期純利益 30,386 26,639

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,747 539

繰延ヘッジ損益 3,961 2,226

退職給付に係る調整額 41 △591

持分法適用会社に対する持分相当額 77 243

その他の包括利益合計 5,827 2,417

四半期包括利益 36,213 29,056

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36,203 28,860

非支配株主に係る四半期包括利益 10 195

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用している。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っている。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はない。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用している。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後

の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期連

結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はない。

（４）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記

（税金費用の計算）

　税金費用については、一部の連結子会社を除き、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算している。
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（単位：百万円）

報告
セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

発電・販売
事業

送配電
事業

売上高

電灯・電力料 135,276 388 － 135,665 － 135,665

地帯間・他社販売電力料 14,280 4,179 － 18,460 － 18,460

託送収益 － 3,240 － 3,240 － 3,240

その他　（注）４ 18,572 1,110 15,938 35,621 － 35,621

外部顧客への売上高 168,129 8,919 15,938 192,987 － 192,987

セグメント間の内部売上高

又は振替高
12,370 38,668 11,943 62,981 △62,981 －

計 180,499 47,587 27,881 255,969 △62,981 192,987

セグメント利益 35,245 3,996 1,990 41,232 △232 40,999

（５）セグメント情報等の注記

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 （注）１．「その他」の区分には、設備保守・運営・管理、建設工事の受託・請負、資機材等の製造・販

売、情報・通信、エネルギー、事業投資、不動産管理、エネルギーソリューション、環境調

査、土木・建築工事の調査・設計、家庭向け営業業務、シェアードサービス、オフィスサポー

ト業務、農産物の生産などの事業を含んでいる。

２． 「セグメント利益」の調整額は、セグメント間取引消去である。

３． 「セグメント利益」は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

４． 「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス価格激

変緩和対策事業」により、国が定める値引き単価による電気料金の値引きを行っており、その

原資として受領する補助金17,901百万円を売上高「その他」に含めている。内訳は、「発電・

販売事業」が17,746百万円、「送配電事業」が32百万円、「その他」の区分が123百万円であ

る。なお、当該補助金は顧客との契約から生じる収益以外の収益である。また、当該補助金を

除く顧客との契約から生じる収益以外の収益は、重要性が乏しいため、売上高「その他」に含

めている。
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（単位：百万円）

報告
セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

発電・販売
事業

送配電
事業

売上高

電灯・電力料 123,223 12 － 123,235 － 123,235

地帯間・他社販売電力料 25,421 5,341 － 30,762 － 30,762

託送収益 － 3,989 － 3,989 － 3,989

その他　（注）４ 8,048 742 20,858 29,649 － 29,649

外部顧客への売上高 156,692 10,085 20,858 187,636 － 187,636

セグメント間の内部売上高

又は振替高
10,249 39,263 10,714 60,227 △60,227 －

計 166,941 49,349 31,573 247,863 △60,227 187,636

セグメント利益 28,116 5,594 1,739 35,450 △233 35,216

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 （注）１．「その他」の区分には、設備保守・運営・管理、建設工事の受託・請負、資機材等の製造・販

売、情報・通信、エネルギー、事業投資、不動産管理、エネルギーソリューション、環境調

査、土木・建築工事の調査・設計、家庭向け営業業務、シェアードサービス、オフィスサポー

ト業務、農産物の生産などの事業を含んでいる。

２． 「セグメント利益」の調整額は、セグメント間取引消去である。

３． 「セグメント利益」は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

４． 「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策

事業」により、国が定める値引き単価による電気料金の値引きを行っており、その原資として

受領する補助金7,489百万円を売上高「その他」に含めている。内訳は、「発電・販売事業」

が7,441百万円、「送配電事業」が0百万円、「その他」の区分が48百万円である。なお、当該

補助金は顧客との契約から生じる収益以外の収益である。また、当該補助金を除く顧客との契

約から生じる収益以外の収益は、重要性が乏しいため、売上高「その他」に含めている。
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（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はない。

（７）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はない。

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

減価償却費 14,726百万円 15,572百万円

のれんの償却額 180 215

（８）四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記

（９）追加情報

（「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」の施行に

伴う電気事業会計規則の改正について）

2024年４月１日に「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正す

る法律」（令和５年法律第44号。以下「改正法」という。）及び「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確

立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令」（令和６年経

済産業省令第21号。以下「改正省令」という。）が施行されたことにより、「原子力発電施設解体引当金に関す

る省令」（平成元年通商産業省令第30号。以下「解体省令」という。）が廃止され、電気事業会計規則が改正さ

れた。

実用発電用原子炉の廃止措置に係る会計処理は、従来、資産除去債務を計上し、資産除去債務相当資産につい

て、「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　2008年３月31日）第８項を

適用し、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（平成元年通商産業省令第30号）の規定に基づき、毎連結

会計年度、「原子力発電施設解体引当金等取扱要領」（平成12年12資公部第340号）に定められた算式（解体に

伴って発生する廃棄物の種類及び物量から解体に要する費用を見積もる方法）により算定した原子力発電施設解

体費の総見積額を発電設備の見込運転期間にわたり、定額法により原子力発電施設解体費として計上していた

が、改正省令の施行日以降は、改正法第３条の規定による改正後の「原子力発電における使用済燃料の再処理等

の実施及び廃炉の推進に関する法律」第11条第２項に規定する廃炉拠出金を、廃炉拠出金費として計上すること

になった。

原子力事業者は、従来、その各々が保有する実用発電用原子炉に係る廃炉に要する資金を確保する責任を負っ

ていたが、改正法に基づき、毎連結会計年度、使用済燃料再処理・廃炉推進機構（以下「機構」という。）に対

して廃炉拠出金を納付することで費用負担の責任を果たすこととなり、機構は廃炉に要する資金の確保・管理・

支弁を行う経済的な責任を負うことになった。

これにより、2024年度第１四半期連結会計期間において、資産除去債務相当資産30,910百万円及び資産除去債

務95,776百万円を取崩している。

改正法附則第10条第１項の規定により、廃炉推進業務の費用にあてるため、機構に支払わなければならない金

銭の総額64,866百万円を、改正省令附則第７条の規定により、未払廃炉拠出金に計上し、その額を費用として計

上したが、同規定により、資産除去債務を取崩した額を当該費用から控除している。これによる損益への影響は

ない。このうち当連結会計年度に納付すべき金額2,162百万円を１年以内に期限到来の固定負債に振り替えてい

る。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

２０２４年７月３０日

EY新日本有限責任監査法人

富　　山　　事 　務 　所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐　藤　森　夫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 仲　下　寛　司

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大　槻　昌　寛

北　陸　電　力　株　式　会　社
　取　締　役　会　　御　中

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている北陸電力株式会社の２０２４年４月１日から２０２５

年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２４年４月１日から２０２４年６月３０日まで）及び

第１四半期連結累計期間（２０２４年４月１日から２０２４年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されてい

ないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に

関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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